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1 “二国間贈与”とは、日本政府が直接支援する無償及び技術協力、また日本政府による国際機関経由の国を特定

した無償支援を含む。 
2 “日本政府の資金によるその他の多国間援助策”とは、拠出時に対象国が特定されていない支援を含む。 

 
注釈（報告書本文及び進捗状況リストを含む） 

 
１．本 TICAD IV 年次進捗報告書２００８年版は、第四回アフリカ開発会議（TICAD IV）開催以降、

２００９年２月までの期間に進捗した横浜行動計画「別表」の実施状況を記載したものであ
る。本報告書には、TICAD IV で打ち出された様々なコミットメントの進捗状況の詳細につき、
TICAD 事務局が依頼したすべての実施主体からの情報が記載されている。 

 
２．TICAD IV 進捗状況リストは、横浜行動計画「別表」に基づいて、原則すべての活動／計画／

案件及びその進捗状況を掲載するため、「別表」の右側に追加的な欄が設けられている。 
 
３．日本政府による貢献に関しては、本報告書上のデータは、２００８年４月から２００９年２

月の間に開始した支援策の進捗を反映したものである。特段の言及のないかぎり、掲載され
ている無償資金協力は交換公文（E/N: Exchange of Note）を交わした時点、また、草の根人
間の安全保障無償資金協力については、贈与契約（G/C: Grant Contract）を締結した時点を
基準としている。なお、国際協力機構（JICA）が実施する技術協力に関するデータは、会計
年度末の３月３１日以降に入手できるようになるため、本報告書には反映されていない。 

 
４．進捗状況リストにおいて、日本政府による二国間贈与、及び円借款にて実施された支援策1に

ついては、青色で表示した。また、日本政府の資金によるその他の多国間援助策2については、
水色で表示した。 

 
５．他の実施主体から提供されたデータについては、事務局への報告及び本報告書への記載の際

に適用された基準や定義につき、若干の差異がある。横浜行動計画では、量的目標を追求す
る実施主体もあれば、より質的目標に焦点を置く実施主体がある。本報告書では、国際機関
による（または経由の）案件は、原則、TICAD IV 後に開始されたものを掲載している。 
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１．総論 

（１）はじめに 

 

 １９９３年の開始以来、日本を中心におくＴＩＣＡＤプロセスは、アフリカに関す

る世界有数の政策対話フォーラムへと発展してきた。長年にわたって、ＴＩＣＡＤプ

ロセスは、国際社会の関心をアフリカの開発課題に向けるだけでなく、その支援への

積極的な関与を推進する上で成果を挙げてきたのである。 

 

 ＴＩＣＡＤプロセスのコンセプトは、アフリカが自身の開発政策について「オーナ

ーシップ」を持ち、その政策を推進するに際して、国際社会との真の「パートナーシ

ップ」を確立することである。このコンセプトを踏まえつつ、ＴＩＣＡＤプロセスは、

アジアとアフリカの架け橋、すなわち日本や他のアフリカ諸国による相互に合意可能

な三角／三国協力から最適な効果を得つつ、アジアの開発経験をアフリカと一層迅速

に共有するメカニズムを提供することに貢献してきた。 

 

２００８年５月に横浜で開催された第四回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ Ⅳ）で

は、横浜宣言に加え、横浜行動計画及びＴＩＣＡＤフォローアップ・メカニズムが打

ち出され、大きな前進が見られた。ＴＩＣＡＤフォローアップ・メカニズムは、日本

政府、ＴＩＣＡＤ共催者（国連、国連開発計画（ＵＮＤＰ）、世界銀行）、開発パート

ナー及びアフリカ諸国自身によって、横浜行動計画で表明された２００８年から２０

１２年にわたる多くの支援策の履行を検討・評価するために設立されたものである。 

 

また、フォローアップ・メカニズムは、ＴＩＣＡＤプロセス全体の透明性を高め、

それによって、ＴＩＣＡＤプロセス自体の本質である、全ての参加者間の真のパート

ナーシップというコンセプトを一層強化すべく設計されている。 

 

 

（２）ＴＩＣＡＤフォローアップ・メカニズムの構造と実施 

 

 ＴＩＣＡＤフォローアップ・メカニズムは、以下の３つの要素から成る。 

・ＴＩＣＡＤ事務局 

・ＴＩＣＡＤプロセス・モニタリング合同委員会 

・ＴＩＣＡＤ閣僚級フォローアップ会合 

 

（イ） ＴＩＣＡＤ事務局 

 日本国外務省アフリカ審議官組織内に設置。ＴＩＣＡＤ Ⅳ開催後、ＴＩＣＡＤプ
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ロセス、特に横浜行動計画及び別表に詳述されている活動／計画／案件の進捗状況に

関する情報を精力的に収集している。 

 

（ロ）ＴＩＣＡＤプロセス・モニタリング合同委員会 

 ２００９年２月９日、ＴＩＣＡＤプロセス・モニタリング合同委員会の第一回会合

が東京において開催された。日本政府（関係省庁・政府機関）、ＴＩＣＡＤ共催者、

ＡＵ委員会、国際機関駐日事務所、在京アフリカ外交団ＴＩＣＡＤ Ⅳ委員会メンバ

ー、ＴＩＣＡＤ関連諸国の在京大使館等が参加した。 

 モニタリング合同委員会では、ＴＩＣＡＤ Ⅳ年次進捗報告書案に基づき、ＴＩＣ

ＡＤプロセス、特に横浜行動計画の進捗状況につき、活発かつ有意義な議論が行われ

た。 

 

（ハ）ＴＩＣＡＤ閣僚級フォローアップ会合 

 モニタリング合同委員会は、２００９年３月２１、２２日にボツワナのハボロネに

て、ＴＩＣＡＤ閣僚級フォローアップ会合を開催することにつき一致した。閣僚級会

合では、ＴＩＣＡＤ Ⅳ年次進捗報告書に基づき、ＴＩＣＡＤプロセス、特に横浜行

動計画及び別表の進捗状況が検討・評価される。また、閣僚級会合では、横浜行動計

画の実施を改善・加速化し、その効果とＴＩＣＡＤプロセス全体の影響を最大化する

ため、提言がなされる予定である。 

 

 

（３）ＴＩＣＡＤⅣで表明された支援策の履行状況 

 

（イ）世界を取り巻く状況－ＴＩＣＡＤⅣフォローアップに与える影響 

 ２００８年後半より、世界経済は、主要先進国経済のマイナス成長と減速を伴う、

未曾有の減速を経験した。２００８年１１月のチュニスにおけるアフリカ財務大臣・

中央銀行総裁会議、２００９年１月のケープタウンにおける１０名のアフリカ財務大

臣・中央銀行総裁からなる委員会、さらには２００９年２月のアディス・アベバにお

ける第１２回アフリカ連合（ＡＵ）総会において強調されたとおり、アフリカでは、

世界的経済停滞の影響がかつてないほどの深刻さを伴って感じられている。そして否

応なく、この危機が先進国によるＴＩＣＡＤⅣの約束を含む開発支援を履行する能力

に与える潜在的影響に関し、懸念が高まっていったのである。 

 しかし、横浜行動計画の多くの支援分野で進捗が見られた。これは、日本政府、Ｔ

ＩＣＡＤ共催者、他の開発パートナーが、現下の世界的金融危機にもかかわらず、横

浜行動計画にあるＴＩＣＡＤ Ⅳの優先事項を推進し、進捗させることを引き続き重

視していることの証左と言える。 
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（ロ）横浜行動計画の主な進捗分野 

ＴＩＣＡＤ Ⅳを開催して間もない２００８年８－９月、日本政府は、貿易・投資

の可能性を調査・特定することを目的に、３つの官民合同ミッションを組織し、アフ

リカ１２カ国に派遣した。これに加え、日本政府は、２００８年１２月に東京におい

て貿易・投資シンポジウムを開催し、さらに６カ国のアフリカ諸国を招待した。 

 このミッションとシンポジウムは、日本の民間企業にアフリカ関係諸国の潜在性と

要望を直接見聞きする機会を提供した。 

 その成果として、日本政府は、貿易・投資ミッション及びシンポジウムに参加した

日本の民間企業と緊密に協力して、アフリカと日本政府の双方にとって利益となるよ

う、民間企業による様々な意見と提言が盛り込まれた報告書を作成した。これらの提

言によって、訪問国を含むアフリカ諸国が、日本の民間企業によって特定された課題

に対処し、また日本政府と民間企業との連携が強化されることが期待される。また、

アフリカ諸国は多様性及び否定の余地なし潜在性を有しており、政府高官が率いる官

民合同の貿易投資ミッションが引き続き派遣されることが期待される。 

 

 貿易・投資ミッションの他に、ＴＩＣＡＤ Ⅳ後のＴＩＣＡＤプロセスの下の重要

な進捗として以下が挙げられる。 

 ・１０年以内にコメの生産を倍増するための「アフリカ稲作振興のための共同体

（Coalition for African Rice Development: CARD）イニシアティブ」の設立 

・気候変動の負の影響に対処するためのクールアース・パートナーシップのアフリ

カ２６カ国への拡大 

・コミュニティ開発、農業、保健分野におけるアジア-アフリカ協力の進展 

・食料危機や人道危機に際する、柔軟かつ適時の緊急的な支援の実施 

・ＴＩＣＡＤ Ⅳで日本政府が表明した支援策実施の促進に向け、アフリカのインフ

ラ、農業、水、保健、環境、教育の分野で計１００件以上の協力準備調査ミッシ

ョンを２００８年度から２００９年度にかけて派遣中又は派遣予定。 

 

その他の分野を含め、横浜行動計画の主な進捗は、今後の課題とともに、この年次

進捗報告書に掲載している。全ての具体的支援策の進捗状況は、「進捗状況リスト」と

して別添されている。進捗状況リストは、今後５年間にわたって定期的に更新し、日

本外務省及び在京アフリカ外交団のホームページを通じ、広くアクセスが可能なもの

となる。 

 

さらに、ＴＩＣＡＤ Ⅳ開催時には、検討中であったため横浜行動計画の別表に記載

されなかった支援策にも以下のような進捗が見られた（進捗状況リストの末尾の部分

を参照）。 
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・アフリカの環境状況を描写する地球地図の整備 

・持続的開発のための教育の分野における教育モデルの形成 

・日本とアフリカの大学間の協力 

 

（ハ）「オーナーシップ」と「パートナーシップ」－責任の共有 

既に述べたとおり、ＴＩＣＡＤプロセスのコンセプトは、アフリカの開発政策に関

する「オーナーシップ」と、それを支援する国際社会の真の「パートナーシップ」で

あり、これは、ＴＩＣＡＤⅣフォローアップにも適用される。ドナー国であれ国際機

関であれ、開発パートナーによる支援は、常にアフリカの真のニーズと要望に合致し

たものでなければならない。そのためには、アフリカ諸国とＴＩＣＡＤプロセスに密

接に関与している開発パートナーの間の不断の対話が必要である。 

同時に、支援をより効果的、効率的なものとするため、アフリカ諸国は、経済政策

及び開発・貧困削減政策、ガバナンスを改善し、アフリカの平和の一層の定着に取組

続けるという責任を認識しなければならない。 

一般に、アフリカでは、平和の定着とグッド・ガバナンスの推進において顕著な進

捗が見られていると認識されている。しかし、いくつかの地域で見られる、最近の紛

争の復活や政治的不安定は、アフリカの平和の定着への重大な挑戦となっており、こ

の分野における更なる努力が必要である。 

 

（ニ）アフリカ連合（ＡＵ）の役割－ＡＵ委員会とＴＩＣＡＤプロセスとのより緊密

な協力 

ＡＵは、アフリカの地域統合・協力の中核として、アフリカの平和、安全、経済開

発を向上する上で、積極的役割を担っており、これは高く評価されている。  

ＴＩＣＡＤ Ⅳフォローアップ、特にそのプロセスにおけるアフリカの「オーナーシ

ップ」の強化という観点から、ＡＵ／ＮＥＰＡＤ（アフリカ開発のための新パートナ

ーシップ）とＴＩＣＡＤプロセスがその協力関係を一層強化することが重要である。

ＴＩＣＡＤプロセスは、横浜行動計画の実施を通じ、ＡＵの基幹プログラムであるＮ

ＥＰＡＤの支援に貢献する。 

ＡＵ委員会は、２００９年２月９日のモニタリング合同委員会に参加した。同委員

会は、ＴＩＣＡＤ Ⅳのすべての柱の分野において、国・地域・大陸レベルで緊密な相

乗効果が構築される必要性を指摘し、ＴＩＣＡＤ Ⅳフォローアップの議論に貴重な貢

献をした。また、同委員会は、２００９年２月初めにアディス・アベバにおいて開催

された第１２回ＡＵ総会の成果を説明し、同総会にて採択された、インフラ、エネル

ギー及び金融危機に関するＡＵの宣言を配布した。 

 

（ホ）ＴＩＣＡＤ閣僚級フォローアップ会合（２００９年３月２１、２２日、於：ボ

ツワナ・ハボロネ） 
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ＴＩＣＡＤ閣僚級フォローアップ会合は、全ての参加者に横浜行動計画の進捗状況

を評価する機会を与える。参加者は、アフリカ開発の優先事項、必要とされる事項に

関する見通しを一層強くし、特にアフリカ諸国は、横浜行動計画の履行を一層効果

的・効率的なものとするために取組を強化する必要がある分野につき理解を深めるで

あろう。 

特に重要なことは、世界的金融・経済危機によって、アフリカの開発政策は追加的

な制約と挑戦に直面していること、そして、ＴＩＣＡＤプロセスがどの程度この挑戦

へ効果的に対処するため支援できるかである。ＴＩＣＡＤ閣僚級フォローアップ会合

では、世界的金融危機・経済減速のアフリカへの影響とその克服というテーマの下、

議論が深められる。これに関し、２００９年１月３１日にスイスのダボスにて開催さ

れた世界経済フォーラム年次総会において、日本の麻生太郎総理大臣が特別講演を行

い、日本がＴＩＣＡＤ Ⅳにおいて打ち出した支援策を必ず実行し、４月の第２回金

融・世界経済に関する首脳会合に向けてアフリカの声をとりまとめる旨表明したこと

は注目すべきことである。 

また、この閣僚級会合は、５年計画の横浜行動計画及び別表のうち、次回のＴＩＣ

ＡＤ閣僚級フォローアップ会合までの約１年間において想定される進捗の大きな道

筋を付ける機会を参加者に提供するであろう。 

 

 

（４）結論・今後の展望 

 

本ＴＩＣＡＤ Ⅳ年次進捗報告書の公表自体、ＴＩＣＡＤフォローアップ・メカニ

ズムの始動をつげる重要な第一歩である。本報告書は、ＴＩＣＡＤプロセスの実施主

体及び関係者に対し、横浜行動計画の実施に関するデータ、分析、その他関連情報を

提供している。 

 

本報告書は、ＴＩＣＡＤ Ⅳで合意された目的に合致する形で公約の実施が成功裏

に開始されたことを意味している。実施プロセスを更に促進するため、ＴＩＣＡＤフ

ォローアップ・メカニズムは、以下の点に留意しつつ、より効果的な進捗状況の取り

まとめ及び記載の方法の改善に取り組んでいく。 

 

・ 記載されている支援策が横浜行動計画の本文により適合し、特定の優先分野にお

ける全体の進捗がより分かりやすくなるよう、現在の進捗状況リストの構成を改

善する。 

・ ＴＩＣＡＤプロセスの一貫性、透明性及び説明責任を向上するため、テーマ別の

クラスターの設立等、実施主体間で特定の優先分野の進捗状況をモニターするた

めのより構造的アプローチを促進する。 
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・ （横浜行動計画に合致するものの）ＴＩＣＡＤ Ⅳ開催時点では横浜行動計画別表

に記載されなかったＴＩＣＡＤのパートナー国、機関から提出された支援策の進

捗についてもリスト本体に編入する。 

 

全ての実施主体による継続的かつ協調的な努力を重ねることにより、今後、年次進

捗報告書及び進捗状況リストには、ＴＩＣＡＤ Ⅳで合意されたコミットメントに合

致した、多くの追加的計画／案件の着実かつ包括的な実施が記載されるであろう。 
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２．成長の加速化 – インフラ –  

 

ＴＩＣＡＤプロセスの下で今後５年間に取られる措置（横浜行動計画） 

ＴＩＣＡＤプロセスは、以下の事項に焦点を当てる。 

（１）広域運輸インフラ（道路・港湾等） 

（２）広域電力インフラ 

（３）水関連インフラ 

（４）地域機関の関与拡大 

（５）インフラ部門における官民連携の促進 

 

ＴＩＣＡＤプロセスの下における２００９年２月までの主な実施事項 

 

- 広域運輸インフラ（道路・港湾）及び広域電力インフラの整備： 

インフラ分野において、５年間の無償資金協力・技術協力として表明した支援額（３７０

億円）のうち、少なくとも１３３．７億円（約３６％）を決定（交換公文ベース）。無償資金協力

については、運輸インフラ整備として１０案件、電力インフラ整備として４案件を実施。技

術協力案件については、運輸インフラ整備として７案件、電力インフラ整備として３案件を

実施。（詳細については、TICAD IV 進捗状況リスト（別添 II）２ページ参照） 

   国際協力銀行（JBIC）は、南アの送電線プロジェクト実施のために ESKOM 社に対し、

７５億円のアンタイドローンを供与。 

 

- 国境手続円滑化の促進： 

通関手続円滑化（ワン・ストップ・ボーダーポスト：OSBP）支援として表明した１４箇所の

うち、３箇所において支援を実施中。また、ＯＳＢＰ支援のための税関分野におけるセミナ

ー・研修を３回開催。 

 

今後の課題 

・ アフリカにおいて効果的かつ効率的にインフラ・プロジェクトを実施するために、アフリ

カ・インフラ・コンソーシアム（ICA）は、関係者、特にアフリカ諸国、AU/NEPAD、アフリカ

開発銀行、地域経済共同体から最新インフラ関連情報を集積し、地域的・準地域的観

点から目標とされた優先事項を認識する必要がある。この観点から、アフリカ諸国が

AU/NEPAD 中長期的戦略計画（MLTSF）を可能な限り早期に策定することが極めて重

要。 

 

・ 貿易・投資の可能性を更に促進するために、官民連携の促進等を通じ、アフリカ諸国の

インフラ整備プロジェクトへの民間セクター進出を一層後押しすることが必要。 
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３．成長の加速化 – 貿易・投資・観光 – 

 

ＴＩＣＡＤプロセスの下で今後５年間に取られる措置（横浜行動計画） 

ＴＩＣＡＤプロセスは、以下の事項への取組を強化する。 

（１）   貿易の促進・拡大 

（２）   外国投資の奨励 

（３）   民間セクター開発支援 

（４）   観光促進 

 

ＴＩＣＡＤプロセスの下における２００９年２月までの主な実施事項 

- 貿易促進・拡大： 

アフリカ産品の日本市場への参入を改善すべく、日本国経済産業省（METI）及び日本

貿易振興機構（JETRO）は、新しい包括的プログラムである「アクセス・ジャパン」（アフリ

カ産品の日本市場参入支援プログラム）を開始。第一段階として２００９年 4 月に、アフリ

カ産品の商品価値を評価し改善のための助言を行う「品評会」を開催することを決定。 

 

- 外国投資の奨励： 

２００８年８－９月にかけてアフリカ１２カ国に対して３つの貿易・投資促進官民合同ミッ

ションを派遣。本ミッションの成果をまとめた包括的な報告書がまとめられている。これに

は、同ミッションに参加した民間企業からの評価と提言が盛り込まれており、今後日本政

府、日本企業及びアフリカ諸国がミッションのフォローアップを行うための基礎をなすも

の。 

アフリカ開発に貢献する日系企業の活動をＯＤＡが補完できるようにするメカニズムを

設立。 

アフリカ向け日系投資促進及び投資環境整備のため、JBIC は TICADⅣ以降、計 7.4

億ドルのアフリカ向け金融支援を承諾するとともに、ナイジェリアにおける投資環境の整

備のため、UNCTAD と協力して政策提言を準備している。 

 

- 民間セクター開発支援： 

３億ドルを上限とする円借款をアフリカ開発銀行に供与することを決定（交換公文ベー

ス）。また、アフリカ諸国による知的財産の保護やエネルギー・資源開発の促進のため、

幅広い分野で技術協力や「リスクマネー供給」を実施。 

 

- 観光促進： 

アフリカ内外の観光促進に対する世界の関心を喚起するため、UNDP は、２００９年５

－６月に第５回アフリカ・アジア・ビジネス・フォーラム（ＡＡＢＦＶ）を、観光促進に焦点を当
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てた形で開催すべく準備中。 

２０１０年に南アにおいて開催されるサッカーワールドカップは、TICAD プロセスにおい

て観光促進プログラムを推進する上で重要かつ極めて有用な潜在性を有する機会。 

 

 

今後の課題 

・ アフリカ諸国が国際貿易体制からより十分に利益を得、アフリカ諸国が世界経済に一

層統合されるためには、長期にわたって継続されてきた世界貿易機関（ＷＴＯ）ドーハ開

発アジェンダ交渉が、早期かつ開発途上国の利益に決定的にかなった形で妥結するこ

とが重要。このためには、先進国による更なる理解と協力が必要。 

 

・ 農業補助金を含む、貿易歪曲的補助金及び他の保護主義的措置は、1)アフリカにおけ

る投資と開発を抑制し、2)農産品を含むアフリカ産品の国際市場への参入を制限して

おり、何らかの対応がとられる必要がある。 

 

・ ドーハ開発アジェンダ交渉を補完する貿易のための援助（ＡfＴ）は、アフリカが自らの生

産能力を構築するのを支援する上で重要。 

 

・ 現下の世界金融・経済危機のアフリカへの影響を最小限に抑え、持続可能な経済成長

を達成するためには、アフリカにおける貿易金融を含む金融セクターを強化するための

様々な支援の早急な実施が必要。 

 

・ アフリカの貿易・投資・観光を促進するためには、インフラ整備、総合的な生産性向上を

含むアフリカ諸国の投資環境の整備に向け、一層の注力・支援が必要。 

 

・ 特にアフリカにおける観光促進のためには、アフリカ諸国への航空便の範囲及び便数

の増加を検討する必要がある。空港関連施設の新設や改修は、大陸の経済インフラ開

発の重要な要素。 
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４．成長の加速化 – 農業・農村開発 –  

 

ＴＩＣＡＤプロセスの下で今後５年間に取られる措置（横浜行動計画） 

ＴＩＣＡＤプロセスは、以下の事項の実施のために「包括的アフリカ農業プログラム

（ＣＡＡＤＰ）」アジェンダとの連携を図る。 

（１） 食料増産及び農業生産性向上のための能力向上 

（２） 市場アクセス及び農業競争力の改善 

（３） 持続可能な水資源の管理及び土地利用の支援 

 

ＴＩＣＡＤプロセスの下における２００９年２月までの主な実施事項 

- 農業・農村開発全般： 

農業・農村開発分野において、５年間の無償資金協力・技術協力として表明した支援

額（２６０億円）のうち、少なくとも４４．２０億円（約１７％）を決定（交換公文ベース）。少

なくとも３カ国４案件の貧困農民支援、５案件の無償資金協力プロジェクト、７カ国８案

件の技術協力プロジェクトを実施。（詳細については、TICAD IV 進捗状況リスト（別添 II）

６ページを参照） 

 

- 食料価格高騰への迅速な対応： 

２００８年５－７月に行うとした１億ドル規模の緊急食糧援助のうち、２００８年１２月末

までに計１５３億円を決定。そのうち、アフリカ１７カ国に対して二国間経由で６カ国、

WFP 経由で１１カ国、合計９０．３億円の支援を決定。 

また、２００８年度の補正予算政府案に対アフリカ食料危機対応経費として、２９９億３,

３９０万円を計上し、現在日本の国会にて承認され、２００９年３月に拠出予定。 

ＥＵは途上国における食料価格の高騰に対する対策として、１０億ユーロのファシリテ

ィを設立。この内、５８％の支援全体がアフリカ向けであり、多くが３０カ国のアフリカ諸

国及び地域レベルに裨益する予定。 

 

-  中長期的な食料供給増加への対策： 

２００８年秋の世銀・ＩＭＦ合同開発委員会において、世銀の信託基金を通じて、包括

的なアフリカ農業支援のため、今後５年間で１億ドルの支援を実施することを決定。 

 

- 中長期的な農業生産性向上のための対策： 

アフリカ稲作振興のための共同体（CARD）の実施フレームワークにつき、合意。 

上記農業に関する無償資金協力・技術協力を含め、コメの生産量や農業生産性向上

への支援として、（１）小規模灌漑、（２）農業技術の導入・普及、（３）水資源の管理、

（４）土地利用等に関する能力向上、調査・研究開発、研修事業を実施中。また、南南協
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力として、いくつかのアフリカ諸国に対し、コメ・漁業・養殖等に関する技術協力を実施。 

 

 

今後の課題 

・ 農業関連セクターの持続可能な開発を支援するにあたり、農業活動が環境へ及ぼす影

響を考慮すると同時に、主要な役割を担う女性の能力強化及び三角協力を含む南南

協力の奨励も考慮することが必要。 

 

・ アフリカ諸国が NEPAD の CAADP の実施を引き続き強化するとともに、農業生産性や

市場アクセスの向上を目指すための支援を推進することが重要。 
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５．MDGs の達成 – コミュニティ開発 –  

 

ＴＩＣＡＤプロセスの下で今後５年間に取られる措置（横浜行動計画） 

ＴＩＣＡＤプロセスは、以下の分野の支援に焦点を当てる。 

（１） 包括的なグローカル（グローバルかつローカル）コミュニティの開発 

（２） 機能的ハブを活用したコミュニティに根ざしたアプローチ 

 

ＴＩＣＡＤプロセスの下における２００９年２月までの主な実施事項 

- コミュニティ開発を通じた貧困削減： 

一村一品運動に関する支援は、ケニア、エチオピア、モザンビークの３カ国において、

コンセプト・ペーパーが策定されるなど着実に拡大。 

 

- 女性のエンパワーメント： 

女性の起業イニシアティブの支援を実施すべく、現地の特産品（シア・バター）の生産

に関する研修を実施、１，０００人以上の女性生産者が参加。生産者協会の設立を支

援。 

 

- 南南協力（アジア-アフリカ協力）： 

「足るを知る経済」の理念及び新農業理論に基づくベストプラクティスの交換における

タイとレソト間の協力（２００６年開始、２００９年１０月終了予定）は、持続的農業の理念

をアフリカの環境に適用し、モデル村落をレソト全土の農民のための研修センターへと

発展させるという好例の一つ。 

 

 

今後の課題 

・ 学校及びコミュニティの教育施設、保健センター等を通じ、機能的ハブを活用したコミュ

ニティに根ざしたアプローチを活用し、生活技術教育を含む包括的なサービスを提供す

ることが重要。また、地域経済との繋がりを強化し、住民による学校運営への参画、コミ

ュニティによる住居、衛生、給水施設の改善を推進。 

 

・ 「アフリカにおける雇用及び貧困削減に関する宣言」を踏まえ、ＡＵ加盟国が、社会開発、

貧困削減及び雇用創出に対する一貫性のある取り組みを実施し、地方コミュニティ及び

都市の貧困者及び弱者、失業者及び不完全雇用者の能力強化するための支援を推

進。 
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６．MDGs の達成 - 教育–  

 

ＴＩＣＡＤプロセスの下で今後５年間に取られる措置（横浜行動計画） 

アフリカ諸国によってなされたコミットメント及び行動に関連して、TICAD プロセスは

アフリカ側の取組に対し、以下のとおり焦点を当てる。 

（１） 基礎教育 – アクセスと質の改善 

（２） ポスト基礎教育及び高等教育／研究 

（３） マルチセクトラルなアプローチ 

（４） 教育マネジメント 

 

ＴＩＣＡＤプロセスの下における２００９年２月までの主な実施事項 

- 教育全般： 

教育分野において、５年間の無償資金協力・技術協力として表明した支援額（４４０億

円）のうち、少なくとも２７．１０億円（約６．２％）の無償資金協力案件を決定（交換公文

ベース）。３５案件の無償資金協力プロジェクト、５案件の技術協力プロジェクトの実施を

決定。（詳細については、TICAD IV 進捗状況リスト（別添 II）１０ページ参照） 

 

- 基礎教育 – アクセスと質の改善： 

約５，５００教室から構成される小中学校１，０００校の建設を表明し、これまでに小中

学校１１３校（全体の１１．３％を達成）、５９１教室（全体の１０．７５％）の建設を決定。そ

して、西アフリカにおける学校運営改善及びアフリカにおける理数科教育に関する能力

向上支援を実施中。 

また、教育費が家計に与える負担を軽減し、初等教育へのアクセスを拡大するため、

１０カ国において学費免除政策等の取組への貢献を表明し、５５カ国における支援の実

施を決定。さらに、識字率向上のため、２２カ国における実施を表明し、１４カ国に対し、

支援を提案。 

 

- ポスト基礎教育及び高等教育／研究： 

アフリカからの日本政府奨学金留学生５００名以上の受入れを表明し、１６０名の受

入れ（３２％を達成）を決定。また、アフリカ諸国が直面する地球規模課題の国際共同

研究を促進するため、３カ国３案件の技術協力プロジェクトを決定（各５年間実施予定）。     

南南協力として、１５名の教科書作成専門家をアフリカ諸国に派遣し、５つの奨学金枠

を提案。 

日本とアフリカの科学技術協力を促進するため、日本アフリカ科学技術大臣会合を

開催し、３２カ国の科学技術担当大臣、ＡＵ委員会及びＮＥＰＡＤ事務局代表が参加。 
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今後の課題 

・ 安全な水・衛生施設の確保や学校給食の提供等を通じ、教育と関連する他セクターと

の相乗効果を追及し、マルチセクトラルなアプローチ及び教育マネジメントを一層推進。 

 

・ より良い教育マネジメントに向けて、教育関連のデータ収集・分析を含む取組を推進。 

 

・ アフリカ諸国が教育セクター計画実施のための十分な国家予算を割当て、ＡＵが採択し

た「第２次アフリカ教育開発の１０年」の重要性を想起し、初等・中等教育における完全

な男女平等の達成、高等教育における理数科教育・科学技術教育への参加における

男女格差を克服するための取組を推進。 

 



 

18 

７．MDGs の達成 - 保健 –  

 

ＴＩＣＡＤプロセスの下で今後５年間に取られる措置（横浜行動計画） 

ＴＩＣＡＤプロセスは、アフリカ諸国によってなされたコミットメント及び行動に関し、以

下の事項に取り組む。 

（１） 保健システムの強化 

（２） 母子保健の向上 

（３） 感染症対策 

 

ＴＩＣＡＤプロセスの下における２００９年２月までの主な実施事項 

- 保健全般： 

保健分野において、５年間の無償資金協力・技術協力として表明した支援額（４３０億

円）のうち、８４億円（１９．５４％）の無償資金協力を決定。３５案件の無償資金協力プロ

ジェクト、７案件の技術協力プロジェクトの実施を決定。（詳細については、TICAD IV 進

捗状況リスト（別添 II）１３ページ参照） 

 

- 保健システムの強化： 

保健マネジメント及び保健サービスのモニターの強化のため、南南協力として表明し

た１３０名の専門家派遣のうち、１１５名の専門家派遣を決定（８８．４％を達成）。 

 

- 母子保健の向上： 

子供の保健の改善のための無償資金協力案件７カ国７案件の実施を決定。約１３９

８ 万人の児童に対するポリオワクチンの供与。６１万４０００張以上の蚊帳の供与を決

定。 

 

- 感染症対策： 

新興・再興感染症対策のため、アフリカの共同研究機関として拠点を１カ国に開所。

南南協力として、タイとブルンジの間で実施されているブルンジでの抗マラリア薬生産

のための技術移転（２００８年９月終了）は、ブルンジ国立保健研究所のブルンジ人職員

によるアルテネスネイト錠剤及びアモジアキン錠剤の国内における製造能力を可能に

した。 
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今後の課題 

・ ＡＵ保健大臣会合で採択された「アフリカ保健戦略」を踏まえ、アフリカ諸国が国家予算

の１５％を保健分野に充てることを目標とし、保健システム全体の強化のための支援を

推進。 

 

・ 保健システムの強化にあたり、特に直接保健サービスにあたる保健医療従事者の育

成・定着やモニタリングシステムの強化のために包括的取組の奨励を考慮。 

 

・ アフリカ大陸における HIV/エイズ、結核、マラリアの流行による三大感染症に対処する

ためのより組織的かつ協調した手法によるさらなる対応が必要。 
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８． 平和の定着・グッドガバナンス  

 

ＴＩＣＡＤプロセスの下で今後５年間に取られる措置（横浜行動計画） 

ＴＩＣＡＤプロセスは、特に以下の点に焦点を当てる。 

（１） 紛争予防 

（２） 人道・復興支援 

（３） 治安の回復と維持 

（４） グッドガバナンスの促進 

 

ＴＩＣＡＤプロセスの下における２００９年２月までの主な実施事項 

- 紛争予防： 

ＡＵ賢人パネルの第４回会合の開催をＴＩＣＡＤプロセスの一環として支援。また、ＴＩＣＡ

Ｄプロセスは、紛争予防や人間の安全保障の強化に焦点をおきつつ、紛争予防のため

の訓練や意識啓発活動、紛争による被害や影響を受けた国々の経済状況の改善のた

めの支援を実施。 

 

- 人道・復興支援： 

基礎的社会インフラ及びサービスへのアクセス改善や、難民・国内避難民の帰還促

進、社会への再統合支援、生計手段強化及び生産資本の回復、若年層への職業訓練、

女性の自立支援、地雷処理支援や武装解除・動員解除・社会復帰（ＤＤＲ）支援を決定

乃至実施中。人道・復興支援にあたる国連ミッションへの UNV ボランティアの派遣を実

施。 

 

- 治安の回復と維持： 

アフリカの５つのＰＫＯセンターに対し、施設の改修・整備、機材供与及び研修コース

設置等を実施中。特にガーナ及びエジプトのＰＫＯセンターには邦人講師（文民・自衛

官）を派遣。また、平和構築に従事するＮＧＯの能力向上プロジェクトを実施中。西アフ

リカ地域の国境管理や小型武器管理等の取組を支援。この他、東部アフリカ待機軍（Ａ

ＳＦ－ＥＡＳＢＦＩＧ）の能力強化支援等を準備中。 

 

- グッドガバナンスの促進： 

ＮＥＰＡＤ－ＯＥＣＤアフリカ投資イニシアティブの３年間の延長を支持した。アフリカ相

互審査メカニズム（ＡＰＲＭ）国別審査報告書の行動計画の実施支援プロジェクトを実施

中。 
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今後の課題 

・ ＡＵの下でのアフリカ平和安全保障アーキテクチャー（ＡＰＳＡ）に対する支援を一層強

化することが重要。 

 

・ 紛争中又／もしくは情勢が不安定化している国々に対し、人道状況の改善、平和の定

着及びグッドガバナンスの促進のため、タイムリーかつ適切に、幅広い援助を継続する

ことが必要。 

 

・ グッドガバナンスの促進のため、ＡＰＲＭにおける参加国の更なる拡大や国別報告書が

迅速かつ完全に実施されることが重要。 

 

・ 我が国の対アフリカ貿易・民間投資促進のためには、アフリカ諸国の一層のガバナンス

改善の進展が不可欠。 
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９． 環境・気候変動問題への対処  

 
ＴＩＣＡＤプロセスの下で今後５年間に取られる措置（横浜行動計画） 

ＴＩＣＡＤプロセスは以下の分野における取組を強化する。 

（１）緩和 

（２）適応 

（３）水と衛生 

（４）持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ） 

 

ＴＩＣＡＤプロセスの下における２００９年２月までの主な実施事項 

- 緩和： 

「森林カーボンパートナーシップ基金（ＦＣＰF）」へのアフリカ１０カ国の参加を支持。

また、アフリカの持続可能な森林経営分野におけるＩＴＴＯプロジェクトを実施するための

資金援助（約２２４万ドル）を実施。 

 

- 適応： 

アフリカ２６カ国が日本政府の「クールアース・パートナーシップ」のパートナー国となっ

た。この「クールアース・パートナーシップ」のもと、「日・ＵＮＤＰ共同枠組」として、アフリカ

における包括的適応支援プログラムが策定された。この枠組みに基づき、１７カ国への

支援を決定し、さらに４カ国と支援に向けて協議中。 

 

- 水と衛生： 

水と衛生分野において、５年間の無償資金協力・技術協力として表明した支援額（３０

０億円）のうち、少なくとも４０．６２億円の無償資金協力を決定（１３．５４％）。現時点で、

１４案件の無償資金協力プロジェクト、４案件の技術協力プロジェクトを決定。また、より

多くの人々が安全な水を安定的に入手できるようにすることを目指して、日本政府の「水

の防衛隊」を４カ国に派遣。（詳細については、ＴＩＣＡＤⅣ進捗状況リスト（別添Ⅱ）１９ペ

ージ参照） 

 

- ＥＳＤ： 

「地球環境基金」のうち、アフリカでの環境保全に関する草の根活動支援として表明し

た支援額（少なくとも１，２００万円）について、１，２８０万円の交付を決定。 
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今後の課題 

・ 「地球規模での持続可能な社会」の実現のため、アフリカ諸国を含む全ての国々が協

力して２０１３年以降の気候変動に関する実効的な枠組を構築し、地球規模で温室効果

ガスの排出を削減するという目標に向けて行動することが必要。 

 

・ アフリカは気候変動がもたらす負の影響に脆弱である。適切な適応策の促進や温室効

果ガスの排出抑制と経済成長の両立に努力するアフリカ諸国への支援を強化。 

 

・ 水資源が限られるアフリカにおいて、水資源を有効且つ効果的に活用すべく水循環を

包括的に管理する「循環型水資源管理」を推進していくことが重要。 
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１０．パートナーシップの拡大 

 

ＴＩＣＡＤプロセスの下で今後５年間に取られる措置（横浜行動計画） 

ＴＩＣＡＤプロセスは、以下の分野における取組を強化する。 

（１）   南南協力、特にアジア・アフリカ協力の推進 

（２）   地域統合の深化 

（３）   パートナーシップの拡大 

 

ＴＩＣＡＤプロセスの下における２００９年２月までの主な実施事項 

- アジア・アフリカ協力の推進： 

アジア・アフリカ協力として、アジアの生産性運動をアフリカに伝播することを目的とした、

専門家会議を開催及び３件の研修を実施。また、抗マラリア薬生産の技術移転事業を実

施。モデル村落の設置を通じたアフリカの環境における持続可能な農業の理念の推進及

びベストプラクティスの交換を実施。 

 

- 地域統合の深化： 

TICAD プロセスの下、国境を越えた域内貿易・人の移動を促進するワン・ストップ・ボ

ーダー・ポストを３カ所で導入。 

 

- パートナーシップの拡大： 

  アジア・アフリカ大学ネットワークに関するニーズ調査及び戦略策定を行うプロジェクトを、

ＵＮＥＳＣＯ及びＵＮＵの協力を得つつ、ＵＮＤＰ南南協力特別ユニットを通じて実施中。 

   理数科分野の技術協力プロジェクトを通じ得られた専門性を活かし、教員養成者の能

力向上のため２００８年後半にケニアで実施された第三国研修プログラムに、サブサハ

ラ・アフリカ２０カ国が参加。このような日本-アフリカ-アフリカ間の三角協力を通じたパー

トナーシップの拡大は、農業・食品加工・漁業等の様々な開発プロジェクトにおいても見

られた。 

 

 

今後の課題 

・  ＡＵは、大陸統合の柱としてのＲＥＣｓとの協力を推進することが期待される。 

 

・ アフリカの持続的開発には、広範囲なパートナーシップ及び民間部門、市民社会、学術

界を巻き込んだ全員参加型アプローチが不可欠。アフリカ諸国は、開発計画における

オーナーシップ強化の一環として、開発プロセスにできるだけ多くの主体を関与させる

よう努力。 
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・ 日本-アフリカ－アフリカ間の三角協力の推進を強調し、この重要分野でなされた進捗

を足場とする必要がある。日本-アフリカ－アフリカ間の三角協力の進展においては、

長期的な需要主導型の協力を成功裏に進めるためにも、供与側の人的能力開発が必

要。 三角協力におけるアフリカ諸国の更なるオーナーシップが必要。 

 
（以上） 


